別紙２（１）
平成　　年　　月　　日

独立行政法人住宅金融支援機構　あて
報酬等請求書
  抵当権又は質権の移転登記の申請事務に係る報酬等について、下記のとおり請求します。

記

１　司法書士（法人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（(法人）会員番号：　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　請求額

	①　報酬額（※）
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	2 登記事項証明書交付手数料・送付費用
（うち送付費用　　　　　　　　　円）
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	③　小計（①＋②）
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	④　消費税（①×5/100）
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	⑤　合計（③＋④）
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	⑥　源泉所得税（（①－10,000円）×10.21/100）
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	⑦　差引受領額（⑤－⑥）
	
	
	
	
	
	
	
	
	円


　　　（※）　報酬額は次のとおり。
　　　　　　　５物件以下の場合：10,000円以下、５物件を超え10物件以下の場合：11,000円以下、10物件を超え20物件以下の場　合：12,000円以下、20物件を超える場合：13,000円以下

３　振込先
　　　（前回の振込先と同一の場合は記入不要）

	金融機関名
（カタカナで記載）
	金融機関コード
	支店名
（カタカナで記載）
	支店番号

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	預金種目

（該当番号に○印）
	口座番号
	口座名義人
（カタカナで記載）

	１．普通　　２．当座
４．貯蓄　　９．その他
	
	
	
	
	
	
	
	


別紙２（２）

４　請求対象債権

	顧客番号（15桁又は10桁（10桁の場合は左詰めで記載））
	物件数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　（注）　請求対象債権が他にもある場合は、別紙２(2)を追加で添付すること。

